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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下張出部の上に配置する
上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下張出ブロックの前記下
張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で、前記下張出ブロック
と前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段は、隣り合う前記下張
出ブロックの外面と前記上張出ブロックの外面とに跨って設ける連結部材と、前記連結部
材を前記下張出ブロックと前記上張出ブロックに固定する固定部材とを備えることを特徴
とするコンクリートガードフェンス。
【請求項２】
下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下張出部の上に配置する
上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下張出ブロックの前記下
張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で、前記下張出ブロック
と前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段が縦部材であり、前記
上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部と前記下張出部とを連
結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、前記縦部材が円筒状を
なし、前記抜け出し防止構造は、前記下張出ブロックの前記下張出部に前記縦部材の下部
を挿入する下挿入孔を形成し、前記下挿入孔に対応して前記縦部材の上部を挿入する上挿
入孔を前記上張出ブロックの前記上張出部に形成し、前記下挿入孔に横方向の抜け止め部
材を設け、前記縦部材の下部に回転により前記抜け止め部材に係脱する切欠き係止溝を設
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けてなることを特徴とするコンクリートガードフェンス。
【請求項３】
下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下張出部の上に配置する
上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下張出ブロックの前記下
張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で、前記下張出ブロック
と前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段が縦部材であり、前記
上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部と前記下張出部とを連
結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、前記抜け出し防止構造
は、前記下張出ブロックの前記下張出部に前記縦部材の下部を挿入する下挿入孔を形成し
、前記下挿入孔に対応して前記縦部材の上部を挿入する上挿入孔を前記上張出ブロックの
前記上張出部に形成し、前記下挿入孔に雌螺子部を設けると共に、前記雌螺子部に螺合す
る雄螺子部を前記縦部材に設けたことを特徴とするコンクリートガードフェンス。
【請求項４】
下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下張出部の上に配置する
上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下張出ブロックの前記下
張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で、前記下張出ブロック
と前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段が縦部材であり、前記
上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部と前記下張出部とを連
結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、前記抜け出し防止構造
は、前記下張出ブロックの前記下張出部に前記縦部材の下部を挿入する下挿入孔を形成し
、前記下挿入孔に対応して前記縦部材の上部を挿入する上挿入孔を前記上張出ブロックの
前記上張出部に形成し、前記縦部材の外周に前記上挿入孔又は前記下挿入孔に圧接する弾
性抜け止め部材を設けたことを特徴とするコンクリートガードフェンス。
【請求項５】
下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下張出部の上に配置する
上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下張出ブロックの前記下
張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で、前記下張出ブロック
と前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段が縦部材であり、前記
上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部と前記下張出部とを連
結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、前記抜け出し防止構造
は、前記下張出ブロックの前記下張出部に前記縦部材の下部を挿入する下挿入孔を形成し
、前記下挿入孔に対応して前記縦部材の上部を挿入する上挿入孔を前記上張出ブロックの
前記上張出部に形成し、前記縦部材の上部の周囲に固定部を設けると共に、前記固定部を
前記上張出ブロックに固定する固定手段を備えることを特徴とするコンクリートガードフ
ェンス。
【請求項６】
前記縦部材の上部に前記上挿入孔を塞ぐ蓋体を設け、前記蓋体の周囲が前記固定部である
ことを特徴とする請求項５記載のコンクリートガードフェンス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンクリートガードフェンスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ガードフェンスは、主として走行車線を逸脱した車両が道路外あるいは対向車線に逸脱
することを防止するために設けられるものであり、強度及び耐久性に優れているためコン
クリートガードフェンスは広く用いられている。
【０００３】
　例えば、複数のコンクリートブロックを緊張用撚り線鋼材により緊張力を与えて連結し
てなるブロック連続体を連設して構成したコンクリート防護壁において、前記各ブロック
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連続体のうちいずれかのコンクリートブロックにブロック連続体同士に緊張力を与えて連
結する連続体連結用撚り線鋼材を挿通するための挿通孔を形成し、前記挿通孔の一端をブ
ロック天端部に向けて開口させ、この開口位置にて前記連続体連結用撚り線鋼材の端部を
前記コンクリートブロックに定着させるコンクリート防護壁（例えば特許文献１）が提案
されている。
【０００４】
　前記コンクリート防護柵では、撚り線鋼材により複数のコンクリートブロックを緊張一
体化することができる。
【０００５】
　また、所定角度で傾斜する平坦傾斜面を両側に有し下方に向かって断面が拡大するプレ
キャストコンクリート製の壁本体と、この壁本体の下部に設けられ前記壁本体より幅広な
コンクリート製基礎とを備え、前記壁本体の下部と前記基礎の上部とが凹凸嵌合すると共
に、前記基礎に前記壁本体の下部をアンカーボルトにより固定し、複数の壁本体をＰＣ鋼
材により緊張一体化するコンクリートガードフェンス（例えば特許文献２）が提案されて
いる。
【０００６】
　前記コンクリートガードフェンスは、強度的に優れ、かつ衝突時における乗員の安全性
の向上を図ることができ、さらに従来に比べて施工が容易になる。
【０００７】
　上記特許文献１及び特許文献２のものでは、複数のブロック（壁本体）をＰＣ鋼材によ
り緊張一体化するため、１つのブロックが損傷した場合でも、ＰＣ鋼材を切断する必要が
ある。さらに、切断したＰＣ鋼材は再利用することができず、ブロックを交換した後、新
しいＰＣ鋼材により緊張一体化する作業を必要とする。
【０００８】
　また、隣り合うブロック同士の目地部には無収縮モルタルなどの目地材を充填している
ため、ブロックを交換する際には、両側の既設ブロックの目地材を斫り取る必要がある。
さらに、復元時には、目地部に漏れ止め型枠を設置し、無収縮モルタルを注入し、強度が
発現するまで時間を要するという問題がある。
【０００９】
　さらに、特許文献２のように基礎の上に壁本体を固定するものでは、壁本体を交換する
ために壁本体を取り外した後、既設の基礎上のレベルプレートを撤去すると共に空練りモ
ルタルを斫り取り、復元時には新設時と同様に芯出し・レベル出しを行い、空練りモルタ
ルの敷均し作業が必要となり、手間が掛かるという問題がある。
【００１０】
　また、上記特許文献１及び特許文献２では、前記ブロック（壁本体）の撤去作業及び復
元作業の際、取り外し・移動・据付のために重機が必要となる。
【００１１】
　一方、ブロック同士をＰＣ鋼材などの長さ方向の部材により連結する構造以外に、長手
方向の一方の端部に上側突出部を形成し、他方の端部に下側突出部を形成し、これら両端
部を縦方向のボルトにより固定する壁面ブロック（例えば特許文献３）などが提案されて
おり、この壁面ブロックでは、長さ方向のＰＣ鋼材を用いるものに比べて、隣り合うブロ
ック同士の連結解除を容易に行うことができる。
【００１２】
　しかし、上記壁面ブロックでは両側のボルトを外しても、下側突出部に隣の壁面ブロッ
クの上側突出部が重なっているため、連続する壁面の途中から壁面ブロックを取り外すこ
とができず、連続する壁面の端部の壁面ブロックから取り外す必要がある。
【００１３】
　ところで、高速道路などにおいて事故などが発生すると渋滞が生じる。そして、公知で
はないが、前記渋滞を解消するために車線を変更して反対車線に車両を導くなどして対応
することが考えられる。また、同様な時、緊急車両が人命救助などで反対車線を利用して
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現場に到着した場合、救助のため事故発生車線へ反転させることも考えられるが、従来の
コンクリートガードフェンスでは、連続したガードフェンスを任意の位置で取り外すこと
が困難なため、反対車線に車両を導いたり、緊急車両を人命救助のために反対車線へ導く
ことはできない。対面通行区間の場合では、この問題点は、特に重要である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１４】
【特許文献１】特開２０００－２４００２４号公報
【特許文献２】特開平７－４２１２４号公報
【特許文献３】特開２０１０－２２２８６５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　そこで、本発明は、上記問題点を解決するものであり、長さ方向途中のブロックを単独
で容易に取り外しできるコンクリートガードフェンスを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　請求項１の発明は、下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下
張出部の上に配置する上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下
張出ブロックの前記下張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で
、前記下張出ブロックと前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段
は、隣り合う前記下張出ブロックの外面と前記上張出ブロックの外面とに跨って設ける連
結部材と、前記連結部材を前記下張出ブロックと前記上張出ブロックに固定する固定部材
とを備えることを特徴とする。
【００１７】
　請求項１の構成によれば、連結部材と固定部材により隣り合う下張出ブロックと上張出
ブロックを連結することができる。
【００１８】
　請求項２の発明は、下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下
張出部の上に配置する上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下
張出ブロックの前記下張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で
、前記下張出ブロックと前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段
が縦部材であり、前記上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部
と前記下張出部とを連結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、
前記縦部材が円筒状をなし、前記抜け出し防止構造は、前記下張出ブロックの前記下張出
部に前記縦部材の下部を挿入する下挿入孔を形成し、前記下挿入孔に対応して前記縦部材
の上部を挿入する上挿入孔を前記上張出ブロックの前記上張出部に形成し、前記下挿入孔
に横方向の抜け止め部材を設け、前記縦部材の下部に回転により前記抜け止め部材に係脱
する切欠き係止溝を設けてなることを特徴とする。
【００１９】
　請求項２の構成によれば、縦部材を回転して抜け止め部材に係止することにより、抜け
止め状態を保持することができる。一方、縦部材を回転して抜け止め部材との係止を解除
することにより、縦部材を引き抜くことができる。
【００２０】
　請求項３の発明は、下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下
張出部の上に配置する上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下
張出ブロックの前記下張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で
、前記下張出ブロックと前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段
が縦部材であり、前記上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部
と前記下張出部とを連結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、
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前記抜け出し防止構造は、前記下張出ブロックの前記下張出部に前記縦部材の下部を挿入
する下挿入孔を形成し、前記下挿入孔に対応して前記縦部材の上部を挿入する上挿入孔を
前記上張出ブロックの前記上張出部に形成し、前記下挿入孔に雌螺子部を設けると共に、
前記雌螺子部に螺合する雄螺子部を前記縦部材に設けたことを特徴とする。
【００２１】
　請求項３の構成によれば、縦部材の雄螺子部を下挿入孔の雌螺子部に螺合することによ
り、抜け止め状態を保持することができる。一方、螺合を解除することにより、縦部材を
引き抜くことができる。
【００２２】
　請求項４の発明は、下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下
張出部の上に配置する上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下
張出ブロックの前記下張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で
、前記下張出ブロックと前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段
が縦部材であり、前記上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部
と前記下張出部とを連結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、
前記抜け出し防止構造は、前記下張出ブロックの前記下張出部に前記縦部材の下部を挿入
する下挿入孔を形成し、前記下挿入孔に対応して前記縦部材の上部を挿入する上挿入孔を
前記上張出ブロックの前記上張出部に形成し、前記縦部材の外周に前記上挿入孔又は前記
下挿入孔に圧接する弾性抜け止め部材を設けたことを特徴とする。
【００２３】
　請求項４の構成によれば、縦部材を上，下挿入孔に挿入し、弾性抜け止め部材を上，下
挿入孔の少なくとも一方に圧接することにより、縦部材が抜け難くなる。一方、所定以上
の力で引き上げると、弾性抜け止め部材が弾性変形することにより、縦部材を引き抜くこ
とができる。
【００２４】
　請求項５の発明は、下張出部を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロックと、前記下
張出部の上に配置する上張出部を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロックと、前記下
張出ブロックの前記下張出部の上に前記上張出ブロックの前記上張出部を配置した状態で
、前記下張出ブロックと前記上張出ブロックを連結する連結手段とを備え、前記連結手段
が縦部材であり、前記上張出部と前記下張出部に挿入した前記縦部材により前記上張出部
と前記下張出部とを連結し、前記縦部材は抜け出しを防止する抜け出し防止構造を備え、
前記抜け出し防止構造は、前記下張出ブロックの前記下張出部に前記縦部材の下部を挿入
する下挿入孔を形成し、前記下挿入孔に対応して前記縦部材の上部を挿入する上挿入孔を
前記上張出ブロックの前記上張出部に形成し、前記縦部材の上部の周囲に固定部を設ける
と共に、前記固定部を前記上張出ブロックに固定する固定手段を備えることを特徴とする
。
【００２５】
　請求項５の構成によれば、固定手段により固定部を上張出ブロックに固定することによ
り、抜け止め状態を保持することができる。一方、固定部の固定を解除することにより、
縦部材を引き抜くことができる。
【００２６】
　請求項６の発明は、前記縦部材の上部に前記上挿入孔を塞ぐ蓋体を設け、前記蓋体の周
囲が前記固定部であることを特徴とする。
【００２７】
　請求項６の構成によれば、蓋体により上挿入孔へのごみなどの侵入を防止することがで
きる。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明は、複数のブロックを並べたコンクリートガードフェンスにおいて、途中のブロ
ックを単独で容易に取り外すことができる。
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【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施例１を示すコンクリートガードフェンスの側面図である。
【図２】同上、縦部材箇所の断面図である。
【図３】同上、切欠き部箇所の断面図である。
【図４】同上、コンクリートガードフェンスの分解図である。
【図５】同上、抜け止め構造の要部の正面図である。
【図６】同上、抜け止め構造の説明斜視図である。
【図７】本発明の参考例１を示す連結箇所の平面図である。
【図８】本発明の参考例２を示すコンクリートガードフェンスの側面図である。
【図９】同上、要部の断面図である。
【図１０】本発明の参考例３を示す一部を切り欠いた要部の側面図である。
【図１１】同上、一部を切り欠いた要部の平面図である。
【図１２】本発明の実施例２を示す要部の側面図である。
【図１３】同上、要部の平面図である。
【図１４】本発明の実施例３を示す要部の側面図である。
【図１５】同上、要部の断面図である。
【図１６】本発明の参考例４を示す断面図である。
【図１７】本発明の参考例５を示すコンクリートガードフェンスの側面図である。
【図１８】同上、縦部材箇所の断面図である。
【図１９】本発明の参考例６を示す平面説明図である。
【図２０】本発明の実施例４を示す抜け出し防止構造の断面図である。
【図２１】同上、抜け出し防止構造の平面図であり、図２１（Ａ）はリング状の鍔状部を
用いたもの、図２１（Ｂ）は操作部を設けた鍔状部を用いたものを示す。
【図２２】本発明の実施例５を示す抜け出し防止構造の断面図である。
【図２３】同上、抜け止め防止部材の断面図であり、図２３（Ａ）は変形前の状態、図２
３（Ｂ）は変形後の状態を示す。
【図２４】本発明の実施例６を示す抜け出し防止構造の断面図である。
【図２５】同上、抜け出し防止構造の平面図である。
【図２６】本発明の参考例７を示す基礎ブロックの斜視図である。
【図２７】本発明の参考例８を示す平面説明図である。
【図２８】同上、平面説明図である。
【図２９】同上、平面説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　本発明における好適な実施の形態について、添付図面を参照しながら詳細に説明する。
尚、以下に説明する実施の形態は、特許請求の範囲に記載された本発明の内容を限定する
ものではない。また、以下に説明される構成の全てが、本発明の必須要件であるとは限ら
ない。各実施例では、従来とは異なる新規なコンクリートガードフェンスを採用すること
により、従来にないコンクリートガードフェンスが得られ、そのコンクリートガードフェ
ンスについて記述する。
【実施例１】
【００３１】
　以下、本発明の実施例を添付図面を参照して説明する。図１～図６は本発明の実施例１
を示す。同図に示すように、プレキャストコンクリート製のコンクリートガードフェンス
１（以下、ガードフェンスという）は、複数の下張出ブロック２と、この下張出ブロック
２の長手方向端部に連結する複数の上張出ブロック３と、前記下張出ブロック２と前記上
張出ブロック３とを連結する連結手段とを備え、上，下張出ブロック３，２が交互に並ん
で連結される。
【００３２】
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　前記下張出ブロック２の長さ方向両側下部には、下張出部５，５が突設され、前記下張
出ブロック２は側面視で略逆Ｔ字形をなす。また、前記上張出ブロック３の長さ方向両側
上部には、上張出部６，６が突設され、前記上張出ブロック３は側面視で略Ｔ字形をなす
。そして、前記下張出部５の上に前記上張出部６を配置した状態で、隣り合う下張出ブロ
ック２と上張出ブロック３が前記連結手段により連結される。尚、前記下張出ブロック２
と前記上張出ブロック３が防護柵ブロックである。
【００３３】
　図４などに示すように、前記下張出ブロック２の長手方向端部の上部には、該下張出ブ
ロック２の下面に対して略垂直な上側端面11が設けられ、この上側端面11の下部に略水平
な前記下張出部５の上面５Ｕが位置し、この上面５Ｕの外端部から下方に向かって略垂直
な前記下張出部５の下張出端面５Ｈが形成されている。
【００３４】
　また、前記上張出ブロック３の長手方向端部の上部には、該上張出ブロック３の下面に
対して略垂直な前記上張出部６の上張出端面６Ｈが形成され、この上張出端面６Ｈの下部
に略水平な前記上張出部６の下面６Ｋが位置し、この下面６Ｋの内端部から下方に向かっ
て略垂直な下側端面12が形成されている。
【００３５】
　図２の断面図に示すように、上，下張出ブロック３，２は、前記上面５Ｕ及び下面６Ｋ
の位置より上方が略一定厚さに形成され、即ち、両側の上側面部13，13が平行で略垂直に
形成されている。一方、前記上面５Ｕ及び下面６Ｋの位置より下方が下側に向かって幅広
になるように形成され、即ち、両側の下側面部14，14は下方に向かって拡大するテーパー
状に形成されている。
【００３６】
　図１及び図４に示すように、隣り合う下張出ブロック２と上張出ブロック３とは下張出
部５の上に上張出部６を重ねて連結される。この場合、上側端面11と上張出端面６Ｈの間
には縦方向の上目地部101が設けられ、下側端面12と下張出端面５Ｈとの間には縦方向の
下目地部102が設けられ、それら上，下目地部101，102は隙間であって、充填材などは充
填されていない。また、下張出部５の上面５Ｕに上張出部６の下面６Ｋが載置され、上面
５Ｕと下面６Ｋの間に目地材などは設けられておらず、上面５Ｕと下面６Ｋとは縁が切れ
ている。
【００３７】
　前記重ね合わせた上，下張出部６，５には、縦部材たる鋼管15を挿入する上，下挿入孔
16，17を縦設し、これら上，下挿入孔16，17は平面形状が同形であって上下に連通する。
尚、図２などに示すように、上挿入孔16は上張出部６に貫通形成され、一方、下挿入孔17
の下部は閉塞部17Ａにより閉塞している。尚、下挿入孔17の下端が下張出部５の下面に開
口するように下挿入孔17を下張出部５に貫通形成してもよい。そして、連通する上，下挿
入孔16，17に上方から前記鋼管15を挿入することにより隣り合う下張出ブロック２と上張
出ブロック３を連結しており、前記鋼管15により連結手段を構成している。尚、上，下張
出ブロック３，２の重量は、鋼管15を除いて１．５トン以下とすることが運搬や施工の面
から好ましい。また、鋼管15は上，下挿入孔16，17の略全長に挿入される。
【００３８】
　また、下張出ブロック２及び上張出ブロック３を交換する際、鋼管15を引き抜く必要が
あるから、鋼管15の上部の内周面に引き抜き用突起（図示せず）などの操作部を設けるこ
とが好ましい。さらに、鋼管15の外周面と上，下挿入孔16，17との間には接着性を有する
充填材を充填して固定することなく、鋼管15を上方に引き抜き可能に構成している。この
ため上，下挿入孔16，17の内周面と鋼管15の外周面との間には所定の隙間を設けており、
挿入孔16，17の内径寸法に比べて鋼管15の外径寸法が小さい。
【００３９】
　前記コンクリートガードフェンス１は、基礎ブロック21を備える。この基礎ブロック21
は略平坦な上面と下面を有し、略一定な厚さを有する。また、前記基礎ブロック21は、道
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路の長さ方向に連続して形成されたり、間隔をおいて飛び石状に不連続で配置されたりし
、さらに、現場打ちコンクリートにより形成されたり、複数のプレキャストコンクリート
ブロックを敷設したりしてなる。
【００４０】
　尚、複数の前記基礎ブロック21を、間隔をおいて飛び石状に不連続で配置する場合、基
礎ブロック21の間には舗装層が設けられる。そして、コンクリートガードフェンス１を中
央分離帯に設け、両側の道路を透水性舗装にした場合、基礎ブロック21の間に透水性舗装
層を設けることにより、コンクリートガードフェンス１の両側の透水性舗装層間における
通水性を確保することができる。
【００４１】
　前記上，下張出ブロック３，２と前記基礎ブロック21とは凹凸嵌合構造により凹凸嵌合
する。この凹凸嵌合のために上，下張出ブロック３，２の長さ方向両側で、平坦な下面に
嵌合凸部22，22，23，23を設けると共に、これら嵌合凸部22，22，23，23が嵌入する嵌合
凹部24，24を、前記基礎ブロック21の上面に設けている。尚、嵌合凹部24，24を、基礎ブ
ロック21の上面と下面とを貫通する貫通孔状に形成してもよい。
【００４２】
　また、両側の嵌合凸部22，22，23，23の間には切欠き部25を設け、この切欠き部25は左
右方向両側の前記下側面部14，14に開口しており、前記切欠き部25の上部に位置する横方
向の支持面26が、持ち上げ運搬手段たるハンドリフト（図示せず）などのフォークの上面
により支持される。
【００４３】
　下張出ブロック２の嵌合凸部22，22は、下側端面12側を除いた３つの側面部22Ａ，22Ａ
，22Ａが、該嵌合凸部22の面積が下方に向かって縮小するように下方に向かって内側に傾
斜して設けられている。また、上張出ブロック３の嵌合凸部23，23は、下張出端面５Ｈ側
を除いた３つの側面部23Ａ，23Ａ，23Ａが、該嵌合凸部23の面積が下方に向かって縮小す
るように下方に向かって内側に傾斜して設けられている。そして、前記嵌合凸部22，23に
対応して、嵌合凹部24の側面部24Ａも斜めに形成されている。
【００４４】
　また、図２～図４に示すように、前記嵌合凹部24において、前後長さ方向の側面部24Ａ
，24Ａに緩衝用ゴムなどのシート状弾性部材27を配置している。尚、左右幅方向の側面部
24Ａにも弾性部材27を配置してもよい。
【００４５】
　新設時の施工において、前記基礎ブロック21は、道路の舗装面28と前記基礎ブロック21
の上面とが略面一になるように道路に埋設固定されている。尚、前記舗装面28は、コンク
リート舗装又はアスファルト舗装などにより形成される。
【００４６】
　そして、嵌合凹部24に嵌合凸部22，23を挿入するようにして複数の上，下張出ブロック
３，２を基礎ブロック21上に設置する。この場合、上張出ブロック３の据付位置の両側の
下張出ブロック２，２を設置した後、これら下張出ブロック２，２の間に上張出ブロック
３を設置し、上，下挿入孔16，17に鋼管15を挿入することにより、隣り合う上，下張出ブ
ロック３，２を連結する。
【００４７】
　また、鋼管15により連結する場合、基礎ブロック21と上，下張出ブロック３，２とを目
地材などにより固定することはなく、縁が切れた状態とし、また、上，下張出ブロック３
，２同士も目地材等を用いることなく、縁が切れた状態とする。即ち、ブロック３，２は
、隣り合うブロック３，２が鋼管15により連結されると共に、基礎ブロック21と凹凸嵌合
する以外は、他に固定や接着などは施されていない。
【００４８】
　そして、複数の上，下張出ブロック３，２・・・が鋼管15・・・により一体的に連結さ
れ、それら上，下張出ブロック３，２・・・が基礎ブロック21と凹凸嵌合することにより
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、車両衝突時などにおいて上，下張出ブロック３，２に加わる衝撃力をガードフェンス１
全体で吸収することができる。尚、本実施例のガードフェンス１は道路の中央分離帯や路
肩側に設けられる。
【００４９】
　次に、前記ガードフェンス１の補修方法等につき説明する。車両などの衝突によりガー
ドフェンス１を部分的に補修交換する際、上張出ブロック３を取り外すには、両側の鋼管
15，15を引き上げ、少なくとも鋼管15の下部を下挿入孔17から抜き取る。
【００５０】
　この後、切欠き部25にハンドリフトのフォークを挿入し、フォークで支持面26を支持し
て上張出ブロック３を略垂直に持ち上げ、上張出ブロック３を左右一方に移動することに
より、ガードフェンス１の途中から上張出ブロック３を取り外すことができ、このままハ
ンドリフトで移送して撤去する。
【００５１】
　また、下張出ブロック２を取り外す場合は、両側の上張出ブロック３，３を取り外した
後、同様に切欠き部25を用いてハンドリフト等により下張出ブロック２を取り外して移送
する。
【００５２】
　尚、上，下張出ブロック３，２の移送の際には、２台のハンドリフトを用いることが好
ましく、上，下張出ブロック３，２の左右方向一側から切欠き部25に２台のハンドリフト
のフォークを挿入して移送したり、左右両側に１台ずつハンドリフトを配置し、逆方向か
ら切欠き部25にフォークを挿入して移送したりすることができる。
【００５３】
　新しい上，下張出ブロック３，２を設置するには、同様に切欠き部25にフォークを挿入
し、２台のハンドリフトにより新しい上張出ブロック３を移送し、両側の下張出ブロック
２，２の間に上張出ブロック３を降ろす。こうすると、下部の嵌合凸部23，23が嵌合凹部
24に嵌合することにより、両側の下張出ブロック２，２に対して上張出ブロック３の左右
が位置決めされ、上，下挿入孔16，17同士も位置決めされる。
【００５４】
　そして、上，下挿入孔16，17に鋼管15を挿入し、上張出ブロック３を両側の下張出ブロ
ック２，２に連結する。
【００５５】
　このように基礎ブロック21を用い、基礎ブロック21と上，下張出ブロック３，２が凹凸
嵌合すると共に、隣り合う上，下張出ブロック３，２を鋼管15により連結するため、目地
モルタルや不陸調整モルタルなどを用いる必要がなく、復元工事の簡略化を図ることがで
きる。
【００５６】
　このように本実施例では、下張出部５を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロック２
と、下張出部５の上に配置する上張出部６を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロック
３と、下張出ブロック２の下張出部５の上に上張出ブロック３の上張出部６を配置した状
態で、下張出ブロック２と上張出ブロック３を連結する連結手段たる鋼管15とを備えるか
ら、鋼管15による連結を解除することにより、途中の上張出ブロック３を持ち上げて取り
外すことができ、また、両側の上張出ブロック３，３を取り外すことにより、間の下張出
ブロック２を持ち上げて取り外すことができる。
【００５７】
　また、このように本実施例では、路面たる舗装面28に設ける基礎ブロック21を備え、基
礎ブロック21上に下張出ブロック２又は／及び上張出ブロック３を凹凸嵌合したから、凹
凸嵌合の部分が車両衝突時に上，下張出ブロック３，２の滑動抵抗として機能する。また
、いったん取り外したブロック３，２を元の位置に戻すとき、凹凸嵌合がガイドとなるか
ら位置決めが容易となる。
【００５８】
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　また、このように本実施例では、前記連結手段が縦部材たる鋼管15であり、上張出部６
と下張出部５に挿入した鋼管15により上張出部６と下張出部５とを連結するから、長さ方
向のＰＣ鋼材を用いた連結に比べて、連結解除作業が容易となり、途中の上，下張出ブロ
ック３，２の取り外しを簡便に行うことができる。
【００５９】
　また、このように本実施例では、下張出ブロック２及び上張出ブロック３の側面下部に
は、切欠き部25を設け、切欠き部25は、左右方向両側の側面に開口すると共に、下張出ブ
ロック２又は上張出ブロック３を持ち上げて運搬する持ち上げ運搬手段のフォークにより
支持される支持面26を有するから、緊急時等には切欠き部25に持ち上げ運搬手段たるハン
ドリフトなどのフォークを挿入して人力で移動・再設置を行うことができる。
【００６０】
　また、実施例上の効果として、上，下張出ブロック３，２は前後長さ方向において対称
であるから、設置時に前後向きを合わせる必要がない。さらに、上側端面11と上張出端面
６Ｈの間には、隙間たる縦方向の上目地部101を設け、下側端面12と下張出端面５Ｈとの
間には、隙間たる縦方向の下目地部102が設けたから、鋼管15による連結を解除した後、
上，下張出ブロック３，２をスムーズに持ち上げることができる。また、下張出ブロック
２の嵌合凸部22，22は下側端面12側を除いた３つの側面部22Ａ，22Ａ，22Ａが、該嵌合凸
部22の面積が下方に向かって縮小するように傾斜して設けられ、上張出ブロック３の嵌合
凸部23，23は下張出端面５Ｈ側を除いた３つの側面部23Ａ，23Ａ，23Ａが、該嵌合凸部23
の面積が下方に向かって縮小するように傾斜して設けられ、前記嵌合凸部22，23に対応し
て、嵌合凹部24の側面部24Ａも斜めに形成されているから、凹凸嵌合をスムーズに行うこ
とができる。また、嵌合凸部22，23の左右幅は、上，下張出ブロック３，２の底面の左右
幅と略同一であるから、嵌合強度に優れたものとなる。
【００６１】
　また、図５及び図６は前記縦部材の抜け止め構造を示している。同図に示すように、前
記下挿入孔17の下部側に横方向の抜け止め部材31を固設し、この抜け止め部材31は円形の
金属棒や鋼製パイプなどからなり、前記下挿入孔17の直径方向に設けられている。また、
前記鋼管15の下縁15Ｆには、１８０度対向する位置に、該鋼管15の回転により前記抜け止
め部材31が係脱する切欠き係止溝32，32が形成されている。
【００６２】
　前記切欠き係止溝32は、前記下縁15Ｆに形成された縦方向の下縦溝部32Ａと、この下縦
溝部32Ａの上端から周方向一側に形成された横溝部32Ｂと、この横溝部32Ｂの端部から上
方に形成された縦方向の上縦溝部32Ｃとを有する。
【００６３】
　したがって、抜け止め部材31に下縦溝部32Ａを合わせた状態で、鋼管15の下部を下縦溝
部32Ａに挿入し、抜け止め部材31が横溝部32Ｂの上縁に当接したら、鋼管15を横溝部32Ｂ
の方向に回転し、抜け止め部材31が上縦溝部32Ｃに当接した後、鋼管15を更に下に押して
上縦溝部32Ｃに挿入することにより、抜け止め部材31が上縦溝部32Ｃの上部に係止し、鋼
管15が回り止め状態となり、且つ抜け止め状態となる。一方、抜け止め部材31が上縦溝部
32Ｃに係止した状態から、鋼管15を上方に引き上げ、逆方向に回転した後、引き上げるこ
とにより係止が解除され、鋼管15を下挿入孔17から引き抜くことができる。
【００６４】
　このように本実施例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができる。
【００６５】
　また、このように本実施例では、請求項２に対応して、前記縦部材たる鋼管15の抜け出
しを防止する抜け出し防止構造を備えるから、鋼管15の抜け出しを防止することにより、
連結が不用意に解除されることを防止できる。
【００６６】
　また、このように本実施例では、請求項２に対応して、縦部材たる鋼管15が円筒状をな



(11) JP 5873199 B1 2016.3.1

10

20

30

40

50

し、抜け出し防止構造は、下張出ブロック２の下張出部５に鋼管15の下部を挿入する下挿
入孔17を形成し、下挿入孔17に対応して鋼管15の上部を挿入する上挿入孔16を上張出ブロ
ック３の上張出部６に形成し、下挿入孔17に横方向の抜け止め部材31を設け、鋼管15の下
部に回転により抜け止め部材31に係脱する切欠き係止溝32を設けてなるから、鋼管15を回
転して抜け止め部材31に係止することにより、抜け止め状態を保持することができ、一方
、鋼管15を逆方向に回転して抜け止め部材31との係止を解除することにより、鋼管15を引
き抜くことができる。
【００６７】
　また、実施例上の効果として、抜け止め構造は長さ方向の抜け止め部たる横溝部32Ｂと
、回転方向の抜け止め部たる上縦溝部32Ｃとを備えるから、連結が不用意に解除されるこ
とを確実に防止できる。
［参考例１］
【００６８】
　図７は本発明の参考例１を示し、上記実施例と同一部分に同一符号を付し、その説明を
省略して詳述すると、この例では、曲線敷設に適したガードフェンス１を示す。同図に示
すように、前記下張出部５の前記下張出端面５Ｈの左右の直角な角部を切欠いて角切欠き
部７，７を設け、前記下張出端面５Ｈを、一定で大きな曲率の湾曲凸面41に形成し、前記
上張出部６の前記上張出端面６Ｈの左右角部を切欠いて角切欠き部７，７を設け、前記上
張出端面６Ｈを、一定で大きな曲率の湾曲凸面42に形成している。
【００６９】
　したがって、上，下張出ブロック３，２を曲線施工しても、長さ方向端部同士が干渉す
ることがなく、鋼管15を中心として隣り合う下張出ブロック２と上張出ブロック３の長さ
方向に角度を設けることができる。
【００７０】
　このように本参考例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例と同様な作用・効果を奏する。
【００７１】
　また、このように本参考例では、下張出ブロック２及び／又は上張出ブロック３の長さ
方向端部の角部を切欠いたから、曲線施工への対応が可能となる。
［参考例２］
【００７２】
　図８～図９は本発明の参考例２を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符号を
付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、前記連結手段として、長さ方向の斜
めボルト51を用いている。同図に示すように、隣り合う上，下張出ブロック３，２の上目
地部101を挟んで、下張出ブロック２と上張出ブロック３の一方と他方の上側面部13，13
にそれぞれ凹部52，52Ａを形成し、これら凹部52，52Ａを連通するボルト挿通孔53，53Ａ
を下張出ブロック２と上張出ブロック３に設けている。
【００７３】
　尚、この例では、上目地部101に跨って設ける斜めボルト51，51・・・は平面において
同一方向に傾斜している。即ち、上目地部101の長さ方向一側（図８中で左側）の凹部52
が左右方向一側（図９中で下側）に設けられ、上目地部101の長さ方向他側（図８中で右
側）の凹部52が左右方向他側（図９中で上側）に設けられている。
【００７４】
　前記凹部52，52Ａは前記ボルト挿通孔53，53Ａと交差方向の定着面54，54Ａを有し、こ
れら定着面54，54Ａに前記ボルト挿通孔53，53Ａが開口している。
【００７５】
　尚、ボルト挿通孔53，53Ａは斜めボルト51より大径であり、ボルト挿通孔53，53Ａに斜
めボルト51が遊挿される。また、図９に示すように、斜めボルト51は上目地部101に跨っ
て上，下張出ブロック３，２の長さ方向と交差する斜め方向に用いられるものである。
【００７６】
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　そして、ボルト挿通孔53，53Ａに斜めボルト51を挿通し、この斜めボルト51は両側に雄
螺子部を有し、螺子部に螺合したナット50，50を定着面54，54Ａに定着することにより、
上，下張出ブロック３，２を連結することができる。この連結状態で、斜めボルト51の端
部及びナット50は凹部52，52Ａ内に収納されている。
【００７７】
　このように本参考例では、斜めボルト51を外して上，下張出ブロック３，２を単独で取
り外すことができ、上記実施例と同様な作用・効果を奏する。
【００７８】
　また、このように本参考例では、前記連結手段が長さ方向のボルトたる斜めボルト51で
あり、斜めボルト51により隣り合う下張出ブロック２と上張出ブロック３とを連結するこ
とができる。
［参考例３］
【００７９】
　図１０及び図１１は本発明の参考例３を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一
符号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、前記連結手段として、長さ方
向の湾曲ボルト55を用いている。同図に示すように、隣り合う上，下張出ブロック３，２
の上目地部101を挟んで、上，下張出ブロック３，２の上面にそれぞれ凹部56，56を形成
し、これら凹部56，56を連通する湾曲状のボルト挿通孔57，57を上，下張出ブロック３，
２に設けている。
【００８０】
　前記凹部56，56は前記ボルト挿通孔57，57と交差方向の定着面58，58を有し、前記定着
面58にボルト挿通孔57が開口している。
【００８１】
　そして、ボルト挿通孔57，57に湾曲ボルト55を挿通し、この湾曲ボルト55は両側に雄螺
子部を有し、螺子部に螺合したナット59，59を定着面58，58に定着することにより、上，
下張出ブロック３，２を連結することができる。この連結状態で、湾曲ボルト55の端部及
びナット59は凹部56，56Ａ内に収納されている。
【００８２】
　このように本参考例では、湾曲ボルト55を外して上，下張出ブロック３，２を単独で取
り外すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
【００８３】
　また、このように本参考例では、前記連結手段が長さ方向のボルトたる湾曲ボルト55で
あり、湾曲ボルト55により隣り合う下張出ブロック２と上張出ブロック３とを連結するこ
とができる。
【実施例２】
【００８４】
　図１２及び図１３は本発明の実施例２を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一
符号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例の連結手段は、隣り合う前記下張出
ブロック２の外面と前記上張出ブロック３の外面とに跨って設ける連結部材たる連結プレ
ート61と、前記連結プレート61を前記下張出ブロック２と前記上張出ブロック３に固定す
る螺子式の固定部材たる両螺子ボルト62，62又は頭部付きボルトとを備える。尚、連結プ
レート61は、硬質材料製で例えば金属製のものが用いられる。
【００８５】
　また、前記上，下張出ブロック３，２の両側の上側面部13，13の上側に凹部63，63を形
成する。また、前記上，下張出ブロック３，２には、両側の前記凹部63，63を連通するよ
うにボルト挿通孔64を穿設している。また、前記ボルト挿通孔64に対応して、前記連結プ
レート61には透孔65が穿設されている。
【００８６】
　そして、両側の凹部63，63内に連結プレート61，61を配置し、ボルト挿通孔64及び透孔
65，65に両螺子ボルト62を挿通し、この両螺子ボルト62の両端にナット66，66を螺合して
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締め付けることにより、上，下張出ブロック３，２を連結することができる。また、連結
状態で、連結プレート61，両螺子ボルト62の両端及びナット66は凹部63内に収納され、上
側面部13より外側に出っ張ることがない。
【００８７】
　このように本実施例では、連結プレート61と両螺子ボルト62を外して上，下張出ブロッ
ク３，２を単独で取り外すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏す
る。
【００８８】
　また、このように本実施例では、請求項１に対応して、前記連結手段は、隣り合う下張
出ブロック２の外面と上張出ブロック３の外面とに跨って設ける連結部材たる連結プレー
ト61と、連結プレート61を下張出ブロック２と上張出ブロック３に固定する固定部材たる
両螺子ボルト62とを備えるから、連結プレート61と両螺子ボルト62により隣り合う下張出
ブロック２と上張出ブロック３を連結することができる。
【実施例３】
【００８９】
　図１４及び図１５は本発明の実施例３を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一
符号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、前記凹部63を前記上側面部13
の高さ方向の略全長に形成し、さらに、両側の凹部63，63の上部を連結するように前記上
，下張出ブロック３，２の上面に上凹部63Ｕを形成している。
【００９０】
　また、連結プレート61は、凹部63，63内に収納状態で配置する側面プレート61Ｓ，61Ｓ
と、これら側面プレート61Ｓ，61Ｓの上部を連結し、前記上凹部63Ｕ内に収納状態で配置
する上面プレート61Ｕとを一体に備える。さらに、前記ボルト挿通孔64及び透孔65が上下
多段に設けられている。
【００９１】
　このように本実施例では、連結プレート61と両螺子ボルト62を外して上，下張出ブロッ
ク３，２を単独で取り外すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏す
る。
【００９２】
　また、このように本実施例では、請求項１に対応して、前記連結手段は、隣り合う下張
出ブロック２の外面と上張出ブロック３の外面とに跨って設ける連結部材たる連結プレー
ト61と、連結プレート61を下張出ブロック２と上張出ブロック３に固定する固定部材たる
両螺子ボルト62とを備えるから、連結プレート61と両螺子ボルト62により隣り合う下張出
ブロック２と上張出ブロック３を連結することができる。
【００９３】
　また、実施例上の効果として、連結プレート61は、凹部63，63内に配置する側面プレー
ト61Ｓ，61Ｓと、これら側面プレート61Ｓ，61Ｓの上部を連結し、前記上凹部63Ｕ内に配
置する上面プレート61Ｕとを一体に備えるから、連結強度に優れたものとなる。
［参考例４］
【００９４】
　図１６は本発明の参考例４を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符号を付し
、その説明を省略して詳述すると、この例では基礎ブロック21を用いておらず、上，下張
出ブロック３，２の下部に平板部71を一体に設け、この平板部71の下面71Ｋを平坦に形成
している。尚、上，下張出ブロック３，２の連結構造は上記実施例及び参考例のものを用
いることができる。また、平板部71の側面部は、下方に向かって内側に向くように傾斜し
ている。
【００９５】
　また、舗装面28には、前記平板部71を挿入する路面凹所72を形成し、この路面凹所72の
幅方向両側には、金属製の山形鋼などからなる枠部材73がガードフェンス１の略全長に渡
って設けられている。前記枠部材73は路面凹所72の底面に位置する底面部73Ａと、前記路
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面凹所72の側面に位置する側面部73Ｂを一体に有する。そして、嵌合凹部たる路面凹所72
に嵌合凸部たる平板部71を嵌合し、この場合も路面凹所72と平板部71を目地材などにより
固定することなく、上記実施例と同様に切欠き部25を用いて持ち上げことができるように
構成している。尚、側面部73Ｂの内面に前記弾性部材27を設けてもよい。
【００９６】
　このように本参考例では、上，下張出ブロック３，２の連結を解除して上，下張出ブロ
ック３，２を単独で取り外すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏
する。
【００９７】
　また、参考例上の効果として、路面凹所72の幅方向両側には、金属製の山形鋼などから
なり枠部材73が設けられているから、路面凹所72の角部が損傷することを防止できる。
［参考例５］
【００９８】
　図１７～図１８は本発明の参考例５を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符
号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、下張出部５の上面５Ｕと上張出
部６の下面６Ｋの間に隙間81を設けている。この隙間81は持ち上げ運搬手段たるフォーク
リフトなどのフォークが挿入可能に形成されている。尚、前記隙間81の前記下面６Ｋが支
持面である。
【００９９】
　前記上張出ブロック３の下面には、その全長に嵌合凸部23が形成されている。また、前
記隙間81の高さＨは前記嵌合凸部23の高さｈより高く形成されている。さらに、前記高さ
Ｈは３０ｍｍ以上、１５０ｍｍ以下が好ましい。
【０１００】
　そして、車両などの衝突によりガードフェンス１の上張出ブロック３を取り外す必要が
生じた際には、両側の鋼管15，15を引き上げ、少なくとも鋼管15の下部を下挿入孔17から
抜き取る。
【０１０１】
　この後、両側の隙間81にフォークリフトのフォークを挿入し、フォークで支持面たる下
面６Ｋを支持して上張出ブロック３を略垂直に持ち上げ、上張出ブロック３を左右一方に
移動することにより、ガードフェンス１の途中から上張出ブロック３を取り外すことがで
き、このまま運搬車両（図示せず）に移送して撤去する。
【０１０２】
　また、この例では下張出ブロック２を単独で取り外すことができる。具体的に説明する
と、下張出ブロック２の両側の鋼管15を引き抜くか、少なくとも両側の鋼管15の下端が上
張出端面６Ｈより上方になるように引き上げる。次に、下張出ブロック２の切欠き部25に
ハンドリフトのフォークを挿入し、フォークで支持面26を支持して下張出ブロック２を略
垂直に持ち上げる。すると、高さＨは高さｈより大きいから、嵌合凸部22と嵌合凹部24と
の嵌合が解除され、ここから略同一高さに保持した状態で下張出ブロック２を左右一側に
移動することにより、上張出ブロック３，３の間から下張出ブロック２を取り外すことが
できる。この場合、高さＨを高さｈより大きくするため、高さｈが低すぎると、車両衝突
時等における下張出ブロック２の滑動抵抗が低下するため、高さＨは３０ｍｍ以上が好ま
しく、１５０ｍｍを超えると、車両衝突時等における衝撃力が鋼管15に大きく加わるため
、好ましくなく、高さＨは１５０ｍｍ以下が好ましい。
【０１０３】
　尚、高さＨが３０ｍｍの場合、高さｈを２５ｍｍ程度とすることにより、所定の滑動抵
抗が得られると共に、５ｍｍのクリアランスにより下張出ブロック２を上張出ブロック３
，３の間からスムーズに抜き取ることができる。
【０１０４】
　このように本参考例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
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【０１０５】
　また、このように本参考例では、下張出部５の上面５Ｕと上張出部６の下面６Ｋの間に
隙間81を設けたから、隙間81にフォークリフトのフォークなどを挿入して上張出ブロック
３を持ち上げ、運搬することができる。
【０１０６】
　また、参考例上の効果として、支持面たる下面６Ｋを有する隙間81を設けることにより
、上張出ブロック３に切欠き部25を設ける必要がなく、上張出ブロック３の下面の全長に
嵌合凸部23を形成することができるため、基礎ブロック21との嵌合強度を向上することが
できる。さらに、前記隙間81の高さＨが前記嵌合凸部22の高さｈより高く形成されている
から、両側の上張出ブロック３，３を取り外すことなく、上張出ブロック３，３の間の下
張出ブロック３を単独で取り外すことができる。
【０１０７】
　尚、隙間81の高さＨを前記嵌合凸部23の高さｈより低く形成した場合は、地震などによ
り下張出ブロック２が浮き上がっても、下張出部５が上張出部６に当たるため、嵌合凹部
24から下張出ブロック２の嵌合凸部22が外れることがない。また、この場合は、上述した
ように両側の上張出ブロック３，３を取り外した後、間の下張出ブロック２を取り外すこ
とができる。
［参考例６］
【０１０８】
　図１９は本発明の参考例６を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符号を付し
、その説明を省略して詳述すると、この例では、コンクリートガードフェンス１を高速道
路などの中央分離帯に設けており、事故や工事などにより対向車線の一方に渋滞が発生し
た場合の対応例について説明する。
【０１０９】
　図１９は片側複数車線の高速道路の平面図を示し、対向する車線82，82Ａ，82Ｂと車線
83，83Ａ，83Ｂをコンクリートガードフェンス１により仕切っている。車線82，82Ａ，82
Ｂに事故や工事などにより渋滞が発生したら、反対側の中央分離帯寄りの車線83を通行止
めにする。尚、前記車線83の通行止め区間84の開始位置84Ａには、車線83を走行する車両
85を、通行可能な車線83Ａ，83Ｂに誘導する誘導看板（図示せず）などが設けられる。ま
た、複数ある車線83，83Ａ，83Ｂの少なくとも１つの通行を確保した状態で、残りの中央
分離帯側の複数の車線を通行止めにしてもよく、即ち、中央分離帯側の少なくとも１つの
車線を通行止めにし、且つ残りの少なくとも１つの車線の通行を確保することが好ましい
。
【０１１０】
　前記通行止め区間84にハンドリフト（図示せず）を配置し、渋滞個所の付近の上張出ブ
ロック３を持ち上げ、一点鎖線の矢印に示すように、通行止め区間84の開始位置84Ａ側に
上張出ブロック３を撤去する。この上張出ブロック３を撤去した箇所から、鎖線の矢印に
示すように、車線82の車両85を反対側の車線83に誘導する。この誘導された車両85は他の
車線83Ａ，83Ｂの車両85と同一方向に走行する。
【０１１１】
　尚、大型車両を誘導する場合は、撤去した上張出ブロック３の隣の下張出ブロック２も
撤去する。
【０１１２】
　このように本参考例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
【０１１３】
　また、このように本参考例では、コンクリートガードフェンス１が中央分離帯に設けら
れ、この中央分離帯を挟む両側の車線の一方に渋滞が生じるなどして、一方の車線82，82
Ａ，82Ｂの車両85を他方の車線83，83Ａ，83Ｂに誘導する誘導方法において、渋滞個所近
傍の上，下張出ブロック３，２をコンクリートガードフェンス１の途中で撤去し、この撤
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去箇所により中央分離帯に通路を設け、この中央分離帯の通路により一方の車線82，82Ａ
，82Ｂの車両85を他方の車線83，83Ａ，83Ｂに移動可能としたから、連続したガードフェ
ンス１を任意の位置で取り外し、反対車線に車両85を導くことにより渋滞を解消すること
ができる。しかも、渋滞が解消した後、取り外したブロック３，２を元の位置に戻すとき
、凹凸嵌合がガイドとなるため位置決めが容易となり、また、鋼管15により隣り合うブロ
ック３，２の連結作業を容易に行うことができる。
【実施例４】
【０１１４】
　図２０～図２１は本発明の実施例４を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符
号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、抜け出し防止構造の変形例を示
す。
【０１１５】
　同図に示すように、下挿入孔17には、金属製ナット体91をインサート成形等により固定
し、このナット体91の内周には雌螺子部92が形成されている。尚、前記雌螺子部92は下挿
入孔17の高さ方向において中央より下部側に設けられ、前記下挿入孔17は下張出ブロック
２の下面に開口している。また、鋼管15の下端には、前記雌螺子部92に螺合する雄螺子部
93が形成されている。そして、前記雌螺子部92及び雄螺子部93にはメートル台形ねじが用
いられている。
【０１１６】
　また、前記鋼管15の上端に鍔状部94を設け、この鍔状部94の少なくとも一部を収納する
リング状の凹所95が前記上挿入孔16の上部に凹設されている。尚、この例では鍔状部94の
全体が前記凹所95内に収納される。
【０１１７】
　さらに、図２１（Ａ）に示すように前記鍔状部94はリング状をなすもの以外でも、図２
１（Ｂ）に示すように、鍔状部94を平面略十字形や角形等の外周に複数又は単数の凹部96
のある形状にすれば、鍔状部94の凹部96が操作部となって鋼管15を回し易くすることがで
きる。また、図２１（Ｂ）の場合も、鍔状部94は上，下挿入孔16，17を塞ぐ大きさに形成
されている。
【０１１８】
　したがって、鋼管15の雄螺子部93を、下挿入孔17の雌螺子部92に螺合することにより、
鋼管15を上，下挿入孔16，17に固定することができ、一方、螺合を解除すれば、鋼管15を
引き抜くことができる。
【０１１９】
　このように本実施例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
【０１２０】
　また、このように本実施例では、請求項３に対応して、抜け出し防止構造は、下張出ブ
ロック２の下張出部５に縦部材たる鋼管15の下部を挿入する下挿入孔17を形成し、下挿入
孔17に対応して鋼管15の上部を挿入する上挿入孔16を上張出ブロック３の上張出部６に形
成し、下挿入孔17に雌螺子部92を設けると共に、雌螺子部92に螺合する雄螺子部93を鋼管
15に設けたから、鋼管15の雄螺子部93を下挿入孔17の雌螺子部92に螺合することにより、
抜け止め状態を保持することができ、一方、螺合を解除することにより、鋼管15を引き抜
くことができる。
【０１２１】
　また、実施例上の効果として、鍔状部94の下面が凹所95に当接することにより、上，下
挿入孔16，17と鋼管15との間の隙間100の上部が塞がれるため、前記隙間100へのごみ等の
侵入を防止することができる。さらに、リング状の鍔状部94を用いて鋼管15を回すことが
でき、特に、鍔状部94の外周に操作部となる凹部96を設けることにより、鋼管15を回し易
くなる。また、雌螺子部92及び雄螺子部93がメートル台形ねじであるから、断面略三角形
の三角ねじやテーパー管用ねじに比べて、強度が大きく、且つ、回転時の摩擦抵抗が小さ
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いから、長期使用後の螺合解除が容易となる。
【実施例５】
【０１２２】
　図２２～図２３は本発明の実施例５を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符
号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、抜け出し防止構造の変形例を示
す。
【０１２３】
　同図に示すように、鋼管15の上部外周に、ゴム材等の弾性材料からなる弾性抜け止め部
材111を設ける。この弾性抜け止め部材111は、鋼管15の周囲に接着等により取り付けられ
る筒状の取付部112と、この取付部112の外周に上下複数段に設けられた舌片部113とを有
し、これら上下の舌片部113の間には溝部114が設けられている。また、舌片部113は、下
部側に斜め上向きの傾斜面113Ａを有し、先端側に向かって薄くなると共に上向きに形成
されている。尚、鋼管15の下部外周に、下挿入孔17に圧接する弾性抜け止め部材111を設
けてもよい。
【０１２４】
　さらに、上挿入孔16の上部には、前記弾性抜け止め部材111が圧接する径大部16Ｋが設
けられている。尚、変形前の舌片部113の先端の直径は、前記径大部16Ｋの直径より大き
い。また、図２２に示すように、鋼管15は上，下挿入孔16、17より短い。
【０１２５】
　したがって、鋼管15を上，下挿入孔16，17に挿入し、径大部16Ｋに弾性抜け止め部材11
1を圧入すると、図２３（Ｂ）に示すように複数の舌片部113が斜め上向きになるように弾
性変形し、傾斜面113Ａの先端側が径大部16Ｋに圧接し、これにより鋼管15が抜け難くな
る。
【０１２６】
　このように本実施例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
【０１２７】
　また、このように本実施例では、請求項４に対応して、抜け出し防止構造は、下張出ブ
ロック２の下張出部５に縦部材たる鋼管15の下部を挿入する下挿入孔17を形成し、下挿入
孔17に対応して鋼管15の上部を挿入する上挿入孔16を上張出ブロック３の上張出部６に形
成し、鋼管15の外周に上挿入孔16又は下挿入孔17に圧接する弾性抜け止め部材111を設け
、この例では弾性抜け止め部材111が上挿入孔16に圧接するから、鋼管15を上，下挿入孔1
6，17に挿入し、弾性抜け止め部材111が上挿入孔16に圧接することにより、鋼管15が抜け
難くなり、一方、所定以上の力で引き上げると、弾性抜け止め部材111が弾性変形するこ
とにより、鋼管15を引き抜くことができる。
【０１２８】
　また、実施例上の効果として、弾性抜け止め部材111が径大部16Ｋの内面に圧接するこ
とにより、弾性抜け止め部材111の下方において、上，下挿入孔16，17と鋼管15との間の
隙間100の上部が塞がれるため、前記隙間100へのごみ等の侵入を防止することができる。
さらに、舌片部113の中心は先端側に向かって水平より斜め上向きに形成されているから
、上方から鋼管15を上，下挿入孔16，17に挿入し易く、逆に抜け難い構造となる。
【実施例６】
【０１２９】
　図２４～図２５は本発明の実施例６を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符
号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、抜け出し防止構造の変形例を示
す。
【０１３０】
　同図に示すように、前記鋼管15の上端に円板状の蓋体121を設け、この蓋体121の少なく
とも一部を収納するリング状の凹所122を前記上挿入孔16の上部に凹設する。尚、この例
では蓋体121の全体が凹所122内に収納され、蓋体121が鋼管15の上端開口を塞ぐ。また、
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鋼管15は上，下挿入孔16，17より短く、蓋体121の下面が凹所122の底面に載置され、この
載置状態で鋼管15の下端と閉塞部17Ａとの間には間隔が設けられる。
【０１３１】
　また、前記凹所122の底面にはインサート成形等により複数の埋め込みナット123が埋設
固定され、それら埋め込みナット123の雌螺子部124に対応して、前記蓋体121の周囲であ
る固定部121Ａに透孔125を穿設し、この透孔125に固定手段たるボルト126を挿通し、この
ボルト126を前記雌螺子部124に螺合することにより、鋼管15を上張出部６の凹所122に固
定すると共に、上挿入孔16を蓋体121により塞いでいる。尚、前記固定部121Ａは、蓋体12
1の鋼管15の外周に位置する部分である。
【０１３２】
　さらに、複数の前記埋め込みナット123の雌螺子部124は上挿入孔16の中心に対して同心
円上に位置し、複数の前記透孔125は鋼管15の中心に対して同心円上に位置する。したが
って、ナット123にボルト126を螺合することにより、上，下挿入孔16，17と鋼管15の中心
軸の位置合わせが行われ、鋼管15の全周が上，下挿入孔16，17に接触しないように配置す
ることができる。尚、この例では、上挿入孔16の前後に埋め込みナット123，123を配置し
ている。
【０１３３】
　このように本実施例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
【０１３４】
　また、このように本実施例では、請求項５に対応して、抜け出し防止構造は、下張出ブ
ロック２の下張出部５に縦部材たる鋼管15の下部を挿入する下挿入孔17を形成し、下挿入
孔17に対応して鋼管15の上部を挿入する上挿入孔16を上張出ブロック３の上張出部６に形
成し、鋼管15の上部の周囲に固定部121Ａを設けると共に、固定部121Ａを上張出ブロック
３に固定する固定手段たるボルト126を備えるから、ボルト126により固定部121Ａを上張
出ブロック３に固定することにより、抜け止め状態を保持することができ、一方、固定部
121Ａの固定を解除することにより、鋼管15を引き抜くことができる。
【０１３５】
　さらに、このように本実施例では、請求項６に対応して、縦部材たる鋼管15の上部に上
挿入孔16を塞ぐ蓋体121を設け、蓋体121の周囲が固定部121Ａであるから、蓋体121により
鋼管15の上部開口が塞がれ、また、蓋体121により上挿入孔16へのごみなどの侵入を防止
することができる。
［参考例７］
【０１３６】
　図２６は本発明の参考例７を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符号を付し
、その説明を省略して詳述すると、この例では、基礎ブロック21の変形例を示す。同図に
示すように、前記基礎ブロック21に嵌合凹部たる貫通孔24Ｋを設けて基礎ブロック21を枠
状に形成し、前記貫通孔24Ｋに前記嵌合凸部22，23が嵌入する。
【０１３７】
　このように本実施例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
【０１３８】
　また、参考例上の効果として、貫通孔24Ｋを設けて基礎ブロック21を枠状に形成したか
ら、基礎ブロック21の軽量化を図ることができる。
［参考例８］
【０１３９】
　図２７～図２９は本発明の参考例８を示し、上記実施例及び参考例と同一部分に同一符
号を付し、その説明を省略して詳述すると、この例では、コンクリートガードフェンス１
を道路の中央分離帯に設けており、事故や工事などにより対向車線の一方に渋滞が発生し
た場合の対応例について説明する。尚、同図においては理解を容易にするため、上，下張



(19) JP 5873199 B1 2016.3.1

10

20

30

40

50

出ブロック３，２にハッチングを施している。また、同図で左側の白抜き矢印は走行方向
を示す。
【０１４０】
　同図は片側一車線の道路の平面図を示し、対向する車線82，83をコンクリートガードフ
ェンス１により仕切っている。尚、片側複数車線にも適用可能である。図２７（Ａ）に示
すように、一方の車線82において複数の車両85Ａ，85Ｂによる事故が発生すると、これら
事故車両85Ａ，85Ｂにより通行不可となり、一方の車線82に渋滞が発生し、後続の複数の
車両が滞留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85Ｆとなる。このような場合、従来では、事故車両85
Ａ，85Ｂが警察の検分後撤去されるまで、滞留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85Ｆは移動できず
待機する必要があった。また、図２７（Ｂ）に示すように、事故復旧救援車両85Ｉは、滞
留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85Ｆがいるため、一方の車線82からは近づくことが困難となる
。また、他方の車線83から事故現場86に救急車両85Ｊが近づいたとしても、事故車両85Ａ
，85Ｂのいる一方の車線82へ回り込むことはできない。尚、事故復旧救援車両85Ｉには、
警察車両，レッカー車，消防車や救急車両85Ｊ等が例示される。
【０１４１】
　そこで、図２８（Ａ）に示すように、一方の車線82における事故現場86の後側（図中右
側）で、上張出ブロック３を単独で取り外し、コンクリートガードフェンス１の途中に開
口部87を形成する。尚、撤去した上張出ブロック３は、他方の車線83に移動する。この移
動位置は他方の車線83における開口部87の前側である。また、撤去するブロックの数は、
隣り合う２個以上としてもよい。また、図２８（Ａ）のように、撤去した上張出ブロック
３を中央分離帯側に移動することにより、他方の車線83の通行を確保することができる。
尚、図示しないが、撤去した上張出ブロック３を路肩側に移動することにより、他方の車
線83の通行を確保するようにしてもよい。
【０１４２】
　このように開口部87を設けると、図２９（Ｂ）に示すように、救急車両85Ｊは、他方の
車線83を通って開口部87まで走行し、さらに、前記開口部87を通過して向きを変え、一方
の車線82の事故現場86に近付くことができる。また、同図に示すように、一方の車線82に
おける事故車両85Ａ，85Ｂの前側（図中左側）の上張出ブロック３を撤去して開口部87Ａ
を設ける。
【０１４３】
　救急車両85Ｊが開口部87を通って事故現場86に着き、開口部87の通行が可能となったら
、図２９に示すように、一方の車線82の滞留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85Ｆは、開口部87と
他方の車線83と開口部87Ａを通って一方の車線82に戻り、そのまま事故現場86を離れるこ
とができる。これにより救援車両85Ｉの進行方向前側にいた滞留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，
85Ｆを排除することができる。それにより事故復旧救援車両85Ｉも容易に事故現場86に近
づくことができ、事故復旧の時間短縮を図ることができ、通行止めによる社会的損失を減
らすこともできる。また、救援車両85Ｉが負傷者などを運搬する場合、滞留車両85Ｃ，85
Ｄ，85Ｅ，85Ｆと同様に、救援車両85Ｉは開口部87と他方の車線83と開口部87Ａを通って
一方の車線82に戻ることができる。
【０１４４】
　尚、事故が発生した後、開口部87を滞留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85Ｆが通過するまで、
一方の車線82の開口部87Ａより前側（図中左側）は車両が通行しないから、この間に、一
方の車線82において上張出ブロック３の撤去作業を途中まで行い、救急車両85Ｊが通過し
た後、開口部87Ａ位置の上張出ブロック３を他の場所に移動すればよい。尚、前記撤去作
業の途中とは、上張出ブロック３を現在の平面位置から移動する前までの作業を示す。例
えば、鋼管15の抜け止めを解除したり、鋼管15を下張出部５から引き抜いたりしておけば
、その分だけその後の撤去時間を短縮し、開口部87Ａを短時間で設けることができる。ま
た、開口部87Ａ位置の上張出ブロック３を、開口部87位置の上張出ブロック３を移動箇所
に移動するようにしてもよく、この場合も、撤去した上張出ブロック３を中央分離帯側に
移動することにより、他方の車線83の通行を確保することができる。尚、図示しないが、
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撤去した上張出ブロック３を路肩側に移動することにより、他方の車線83の通行を確保す
るようにしてもよい。また、実施例５で説明したように、下張出ブロック３を単独で取り
外して開口部87，87Ａを形成してもよい。
【０１４５】
　このように本参考例では、長さ方向の途中で上，下張出ブロック３，２を単独で取り外
すことができ、上記実施例及び参考例と同様な作用・効果を奏する。
【０１４６】
　また、このように本参考例では、コンクリートガードフェンス１が中央分離帯に設けら
れ、この中央分離帯を挟む両側の車線82の一方に渋滞が生じるなどして、一方の車線82の
滞留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85Ｆを他方の車線83に誘導する誘導方法において、渋滞個所
近傍の上張出ブロック３又は／及び下張出ブロック２をコンクリートガードフェンス１の
途中で撤去し、この撤去箇所により中央分離帯に通路たる開口部87を設け、この中央分離
帯の開口部87より一方の車線82の車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85Ｆを他方の車線83に移動可能
としたから、上記参考例６と同様な作用・効果を奏する。
【０１４７】
　また、このように本参考例では、渋滞個所近傍の上張出ブロック３／及び下張出ブロッ
ク２を撤去して一方の車線82における事故現場86の後側に開口部87を設け、他方の車線83
から事故復旧救援車両である救急車両85Ｊが開口部87を通って一方の車線82の事故現場86
に走行可能にしたから、一方の車線82が渋滞していても、事故現場86に救急車両85Ｊが速
やかに到着することができる。
【０１４８】
　また、このように本参考例では、事故現場86を挟んだ両側に車両が通行可能な開口部87
，87Ａを設けるから、事故現場86の手前の一方の車線82の滞留車両85Ｃ，85Ｄ，85Ｅ，85
Ｆが、開口部87と他方の車線83と開口部87Ａを通って一方の車線82に戻り、そのまま事故
現場86から離れることができる。
【０１４９】
　尚、本発明は、本実施例に限定されるものではなく、本発明の要旨の範囲内で種々の変
形実施が可能である。例えば、縦部材は鋼管以外でも中実な棒状部材でもよく、この棒状
部材の外側断面は円形が好ましが、縦部材は断面が角型のものでもよい。また、実施例で
は上，下挿入孔の内面はコンクリート面が露出するものを例示したが、埋設鋼管により上
，下挿入孔を構成してもよい。さらに、実施例では、下張出端面と上張出端面の角部を切
欠いたが、下張出端面又は／及び下側端面の角部を切欠いたり、上張出端面又は／及び上
側端面の角部を切欠いたりしてもよく、即ち、上目地部と下目地部を挟む両側部分の少な
くとも一方の角部を切欠けばよい。さらに、上，下張出ブロックに設ける嵌合凸部の数は
、１個でも３個以上でもよく、また、嵌合凸部の平面形状は実施例の長方形や正方形に限
定されず、丸形，三角形，五角形以上の多角形でもよい。さらに、嵌合凸部は３つの側面
部を斜めに形成したが、４の側面部を斜めに形成してもよい。また、実施例の上面５Ｕ及
び下面６Ｋは、上，下張出ブロックの長さ方向に略水平なものを示したが、同長さ方向に
対して斜めに形成したり、湾曲状に形成したりしてもよい。さらに、切欠き係止溝は、上
縦溝部のないタイプでもよい。また、実施例では、下部が開口した切欠き部を示したが、
切欠き部は下部が閉塞したタイプでもよい。さらに、角切欠き部は、ブロックの長さ方向
端部の角部を面取り状に切欠いたものでもよく、その形状は適宜選定できる。また、実施
例では、固定手段を複数（２つ）用いたものを示したが、固定手段は１つでもよく、さら
に、固定手段である雄螺子棒を上張出ブロックの上面に突設し、蓋体の透孔に前記雄螺子
棒を挿通し、蓋体の上面から突出した雄螺子棒の先端にナットを螺合することにより上張
出ブロックに蓋体を固定するようにしてもよい。また、下張出ブロックの嵌合凸部は２５
ｍｍ以上が好ましいが、下張出ブロックの嵌合凸部に比べて上張出ブロックの嵌合凸部を
高くすれば、コンクリートガードフェンス全体としての滑動抵抗を確保することができる
。さらに、上，下張出ブロックは、実施例で示したハンドリフトやフォークリフト以外で
も、各種の持ち上げ運搬手段を用いて、取外し及び運搬を行うことができ、この場合も人
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【符号の説明】
【０１５０】
１　ガードフェンス
２　下張出ブロック（防護柵ブロック）
３　上張出ブロック（防護柵ブロック）
５　下張出部
５Ｕ　上面
６　上張出部
６Ｋ　下面
15　鋼管（連結手段・縦部材）
15Ｆ　下縁
16　上挿入孔
17　下挿入孔
21　基礎ブロック
22　嵌合凸部
23　嵌合凸部
24　嵌合凹部
25　切欠き部
28　舗装面（路面）
31　抜け止め部材
32　切欠き係止溝
41　湾曲凸面
42　湾曲凸面
51　斜めボルト（連結手段・ボルト）
55　湾曲ボルト（連結手段・ボルト）
61　連結プレート（連結部材）
62　両螺子ボルト（固定部材）
92　雌螺子部
93　雄螺子部
111　弾性抜け止め部材
121Ａ　固定部
126　ボルト（固定手段）
【要約】
【課題】長さ方向途中のブロックを単独で容易に取り外しできるコンクリートガードフェ
ンスを提供する。
【解決手段】下張出部５を長さ方向両側下部に突設した下張出ブロック２と、下張出部５
の上に配置する上張出部６を長さ方向両側上部に突設した上張出ブロック３と、下張出ブ
ロック２の下張出部５の上に上張出ブロック３の上張出部６を配置した状態で、下張出ブ
ロック２と上張出ブロック３を連結する鋼管15とを備える。鋼管15による連結を解除する
ことにより、途中の上張出ブロック３を持ち上げて取り外すことができる。また、両側の
上張出ブロック３，３を取り外すことにより、間の下張出ブロック２を持ち上げて取り外
すことができる。
【選択図】図４
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【図９】 【図１０】
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【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】
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【図１７】 【図１８】

【図１９】 【図２０】

【図２１】
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【図２２】

【図２３】

【図２４】

【図２５】

【図２６】 【図２７】
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【図２８】 【図２９】
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